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Ｒ4地方創生推進交付金及び地方創生拠点整備交付金事業の概要 

（１）地方創生推進交付金 

事 業 名 称  関係人口を活用したリノベーションまちづくり事業 

事 業 概 要 

館山市内の建物や空間のリノベーションを進めるとともに、地域の求人と求職者

の希望する仕事とのミスマッチを解消するため、まずは IT 系企業の合宿等を誘致

することなどにより、地域に関わる人々の意識改革や新たな仕事の創出につなげ

る。また、新たな働き方の提案を通じ、関係人口を含む若者がチャレンジ・定着で

きるための支援を行い、まちの活性化と賑わいの創出を目指す。 

事 業 タ イプ 横展開タイプ 

事 業 期 間 ３年間（令和２年度～令和４年度） ※令和２年度採択 

総 事 業 費 ４３，７００千円 

Ｒ４年度事業費 １３，５００千円 

Ｒ４年度交付決定額 ６，７５０千円（補助率：１／２） 

Ｋ Ｐ Ｉ ① 

【「館山市公式チャンネル」及び「移住等情報発信チャンネル」への市民・関係

者のチャンネル登録者数】 

事業開始（R1 実績）：１７１人 

  ⇒ 事業完了（R4 数値）：２，５２１人 

Ｋ Ｐ Ｉ ② 

【館山駅東口エリア空き店舗を活用して新たに事業を開始した店舗等(店舗)】 

事業開始（R1 実績）：３件 

  ⇒ 事業完了（Ｒ4 数値）：３０件 

Ｋ Ｐ Ｉ ③ 

【本事業を通じて増加した新規雇用者数(人)】 

  事業開始（R1 実績）：０人 

  ⇒ 事業完了（Ｒ4 数値）：７９人 
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＜全体事業計画表＞ 

事 業 名 
事  業  費 （千円） 

事業内容 
R2 R3 R4 合 計 

１ リノベーションまちづくり推進事業 9,900 8,800 7,700 26,400 

・現地視察、地域課題の整

理、対象となる空き店舗の

抽出 

・リノベーションまちづく

り講演会 

・リノベーションスクール 

・フォローアップ研修会 

２ 企業誘致推進事業 500 1,500 300 2,300 

・IT 系企業合宿誘致につな

げる取組（Living 

Anywhere Week 他） 

３ 関係人口創出・拡大推進事業 3,000 2,000 1,000 6,000 

・関係人口測定・促進につ

なげる取組（館山 TV の配

信他） 

４ オンライン動画による移住等情報

発信・相談事業 
 4,500 4,500 9,000 

・移住支援業務 

・移住情報等のライブ配信

イベント 

・オンライン動画作成・情

報発信業務 

・空き家の有効利活用業務 

合 計 事 業 費 13,400 16,800 13,500 43,700  
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（２）地方創生拠点整備交付金 

事 業 名 称  館山市食のまちづくり拠点施設整備事業 

事 業 概 要 

館山市の公有地を活用して「食のまちづくり拠点施設」を整備し、この施設を「食

のまちづくり」のプラットフォームとして位置づけ、課題解決に向けた取組を展

開していく。これにより、地域内の飲食店や加工事業者、宿泊施設などで館山市産

の農産物の活用が促進され、館山ならではの料理・加工メニューの開発提供など

により、農水産業を力強い産業へと押し上げるとともに、地域経済そのものを発

展させ、新たな仕事の創出や関係人口の増加にもつなげていくものとする。また、

運営は民間事業者の優れた実績やノウハウ、アイデアを活用し、官民連携により

効果的かつ低コストで持続的に事業を実施し、長期にわたって運営できる体制と

する。 

事 業 期 間 ２年間（令和４年度～令和５年度） ※令和４年度採択 

総 事 業 費 ５２７，７２５千円 

Ｒ４年度事業費 ２５８，１３１千円 

Ｒ４年度交付決定額 １２９，０６５千円（補助率：１／２） 

Ｋ Ｐ Ｉ ① 

【食のまちづくり拠点施設の入込客数】 

 申請時点：０人 

 ⇒ 令和８年度までの増加分累計：１，０９０千人 

Ｋ Ｐ Ｉ ② 

【地域内における農水産物の販売額（地域内の農産物直売所における販売額）】 

申請時点：２７４，０００億円 

 ⇒ 令和８年度までの増加分累計：５９８，７３４億円 

Ｋ Ｐ Ｉ ③ 

【食のまちづくりの推進を通じた農水産物を使用した加工品の新商品開発】 

申請時点：０商品 

 ⇒ 令和８年度までの増加分累計：３５商品 

Ｋ Ｐ Ｉ ④ 

【食のまちづくりの推進を通じた起業等による新規雇用者数】 

 申請時点：０人 

  ⇒ 令和８年度までの増加分累計：４５人 

 

 


